

































































































































































































































上両院の組織は具体的には相異らしめなければ二院制度の意味がない」という前提をとる。憲法改正草案が「第四十一條及第四十二條の外明文の規定を置いて居ない」理由は「時代の要求に則して規定すべきものと考えて居る」からであり、 「両院お おの異つた角度から見て、全國民を代表する、適實な工夫を用ふべきことが、今後残された立法上の課題となる」とする。第二に、 「各国の両院制の傾向と改正案のそれとの関係如何」という質問に対し 、イギリス貴族院を念頭に、 「形式上両院に分れてゐても、 一院の意志が他院 意思 よつ 圧倒される可能性が法律的にみとめられてゐる すれば、そ 限度 おいて完全な とはいへない」という宮澤俊義『憲法略説』の記述を引用して、参議院は「一 意志が他院 意思によつて圧倒さ る可能性が法律的にみ められ ゐる」「第二院的性格」 の議院と「同様であ　
したがって、この時点において政府内では、参議院の構成について選挙された全国民の代表であることと異質構






























以降、戦前の政党指導層を基礎として 旧 友会正統派が中心となり日本自由党が結成され、旧政友会の革新派及び民政党系の日本進歩党が結成された。旧無産政党は合同して、日本社会党を結成した。さらに 無所属倶楽部、日本協同党の結成と続いた。　
この再編過程は、政党間の合従連衡にとどまらず、衆議院議員を含む戦 中の指導層の戦犯容疑者としての追及





































































































































































































































































約の承認及び内閣総理大臣の指名の場合と異なり、法律制定における両院協議会請求を明定していない。そこで、法律制定における衆議 の優越 理解に関わり、憲法又は国会法上、法律制定における両院協 会請求を認めるべきかがそもそも問題 なる。　
第二の問題については、 「法律案に関して衆参両議院の議決が異なる」という場合、具体的状況は次のように区別
























































おける第一期の末期、衆議院が総司令部 意向を背景 衆議院の優越を主張して、政府と衆議院が国会法案起草の主導権を争っている時 に重なる。この時期、貴族院内に「失地回復」 、後継たる参 院の権能強化 図る動きが出る。当時貴族院事務局書記官
（委員課長）
であった河野義克は次のように証言する。 「衆議院は明治以来公選制度の





































































































































































五十九條には、法律案は、兩院協議會を開くと云ふ途が開けて居りませぬ、それで政府に伺ひました所では、是ぢや開かれないのだと云ふ御話で、若しそれを開かうとすれば、相當の修正を要すると云ふことでありました、それで下條委員から御發案がありまして、それでは何 相當の方法を決めようと云ふことになつて、政府との協議の結果、 『前項の規定は、法律の定めるところにより、衆議院 、兩議院 協議會を開くことを求めるこ を妨げない。 』斯う云ふ規定が入りました、是は其の時に『衆議院が』とありますから、參議院の方はやれないのぢやないかと云ふやうな疑問も出たのですが、當局の御答としては、一向差支へない、唯兩院の協 會を開く途さへ開けて置けば、衆議院からもやれるし 參議院からもやれる、又此の衆議院としたのは、……衆議院が可決し、參議院が之に異つた議決を したと云ふやうな場合 ことが五十九條の二項にありますから それで此處ではそれを承けて居るから、衆 院と書い のだけれども、憲法の附屬法規 定める時は、兩議院と云ふ風にしてやりたいと云ふ御話で、話合がつきまして、此 五十九條の三項ですか加はつた譯です それで私共も安心して居つた處が、不幸にし 是が衆議院 提案 なつた であります それで衆議院の意見として、衆議院からは協議會を求めることが出來る れども、參議院の方からは、求めることが出來ないと云ふやうな規定になつて國會法が現れた、それから私共は……それでは前の憲法を修正した趣旨が沒却されるから、さう云ふこ ぢやいけそれで會期も餘す所三日、何とかして此の案を通さ と思つて、極力努力した すが、茲 來て初めて壁に乘り著けたやうなことになつて どうにも引くにも引かれず 後は日もない ことになりました、それ しても、どうしても修正はしなくちやならぬと云ふ立場に追込まれたのであります」 。
　







































inor differences of opinion ） 」との認識だったようである。彼







































































拠していたことに留意すべきである。「憲法の修正の時の沿革上の理由から、それは兩院平等の原則を認め、それからもう一つは誤解があるといけませぬから述べて置きますが、是は衆議院の權限を縮小したのだと云ふことも考へて……此處にはありませぬが、そんな空氣もなくはなかつた、それ 決してさう云ふ譯ではなくして 兩方の意見が合はなかつた時に、一遍仲好く話して見ようぢやない と云ふだけの話であります、衆議院が三分の二で切つてしまふこと、それがいけないと云ふ譯でもなし、衆議院は成る程協議會に應じることは應じなければなりませぬけれども、應じた 、又餘日もなければ仕方が い さう云ふやうな場合には、一方で三分の二でやつたつて法律上少しも差支ない さう云ふことを無暗にやることは運用上好いことぢやないかも知れませぬが、さう云ふ萬一の權限を衆議院から決して
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憲法第五九条第三項の追加修正及び国会法第八四条 制定をめぐる「政治史」の特徴は、次のよう まとめ れ












に値する事実が含まれるかを検討する際、慎重を要することを示す。そうであるならば、両義的解釈が可能な条項の具体的意味の導出にとって、憲法理論が果たす役割が重要になる。現存する憲法及び憲法付属法には規範としての枠が存する一方、それらの解釈は多分 解放されており、場合 よっては対立するように見える複数の 成立し得る。これらの解釈を整序、選択 体系化するのが憲法理論だからである。特に、統治制度の特定内容 関して解釈論を展開する場合、その依拠している憲法理論が何かを見極めることが必要である。　
両院対等の憲法理論を、憲法第五九条第三項、国会法第八四条という制度形成過程が補強してい という理解は

























































































































































































































































































































第九一回帝 議会衆議院国会法案委員会議録（速記） 回七頁（一九四 年一二月 九 ） 。
（
67）　


















































































































国会ガ唯一ノ立法機関デアルカラ両院ノ議決ガ一致シタトキハ国会ノ議決トナツテ其ノマヽ法律トナルノハ当然ノコトデ憲法第五十九条第一項ハ此ノ場合ヲ規定シテ居ル。然ルニ両院ハ必ズシモ常ニ議決ヲ一ニスルトハ限ラナイ。故ニ両院ガ議決ヲ異ニ タ場合ハ孰レノ院ノ議決モ国会ノ議決ト見ル訳ニハ行カナイ。ソコデ法律案ニ付テハ憲法第五十九条第二項ニ於テ両院ノ議決異ッタトキハ衆議院ノ議決ニ重キヲ置イテ再度出席議員三分ノ二以上ノ多数デ可決スルナラバ之ヲ法律トスルト規定シタ。従ッテ右 多数決ガ出来ナイモノ 法律トシテ不成立ニナルガ此ノ多数決ガア ヤウナモノハ参議院ノ意思ニ拘ラズ衆議院ノミノ意思デ法律 ラシメタノデアル。而シテ憲法第五十九条第三項ハ此ノ三分 二ノ再議決ヲスル前ニ衆議院ハ両院協議会ヲ求 テ参議院ト妥協ノ余地ガアルカ無イカヲ試ミルコトヲ認メタモノデアル。故ニ衆議院ハ両院ノ意思一致シナイ法律案ニ付テハ再 シテ三分ノ二 多数決デ先ノ議決通リノ決定ガ出来ルカドウカヲ議シ其ノ法律案ノ成立不成立ヲ決定スルカ又 事前ニ両院協議会ヲ開イテ妥協案ノ成否 試ミルカハ全ク自由デアル。以上ガ憲法第五十九条ノ趣旨ト解セラレ カ 両院 議決ヲ異ニシタ場合ハ其ノ間ノ妥協案ヲ得ムトスル両院協議会ハ衆議院ノミガ其ノ請求権アルコトニ定メタ デアル。注
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ヲ拒絶スルコトガ出来ルコ ノ規定トセネバナラヌ。然リトセバ衆院ノ欲スルヤ否ヤノ意思ニ依リ開カルベキヲ以テ衆院ノミニ之ヲ与ヘルコトガ第二項ノ趣旨ニ忠実ナ シタルモ ナリ。⑶
　
参院ニ協議會要求ヲ認ムルヲ至当ナリトトル場合
参院先議案ヲ衆院ニ於テ否決シタル場合ハ参院ノ意思 無視サレタママトナルカラ参院 協議會請求権ヲ与ヘテモ差支ヘナカルベシ。然シ理論的ニ言 バ衆院又ハ参院デ最初ニ否決シタ場合モ他院ノ意思ヲ聞イテイナイ点ニ於テ同様ニ他院カラ協議會ヲ要求スルコトヲ認メネ ナラナクナ 。然シ乍ラ苟クモ一院ガ否決ヲシタヤウナ場合ニハ協議會ヲ求メテ 到底妥協ニ困難ト見テ現行通リ之ヲ規定シナカツタ。ソノ代リニ明治憲法第三十九條ノ一事不再議ノ規定ヲ削除シ一院デ否決シタルモノモ之ガ再提出ガ出来ルカラ以上 場合 対処スルコトガ出来ルト信ズル。以上ガ本條ニ関スル經緯デアル。
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